
 

 

 

三労発基0311第４号 

令和７年３月 1 1日 

 

四日市コンビナ－ト協力会社 

災害防止協議会等連絡協議会長 殿 

 

 

                       三重労働局長 

（公印省略） 

 

 「労働安全衛生規則第五百七十七条の二第五項の規定に基づきがん原性が

ある物として厚生労働大臣が定めるものの一部を改正する告示」について 

 

平素は、労働基準行政の推進にご理解ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

「労働安全衛生規則第五百七十七条の二第五項の規定に基づきがん原性が

ある物として厚生労働大臣が定めるものの一部を改正する告示」（令和７年厚

生労働省告示第25号）【別添１】が令和７年２月19日に告示され、別添２の施

行通達に基づき、令和９年４月１日から適用することとなりました。 

つきましては、その趣旨等をご理解いただきますとともに、貴団体におかれ

ましても、傘下会員事業場等に対する周知にご協力を賜りますようお願い申し

上げます。 
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は  

改    正    後  改    正    前  
十 七 条 の 二 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き が ん 原 性 が あ る 物 と し て 厚 生 労 働

大 臣 が 定 同 令 第 十 二 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る リ ス ク ア

セ ス メ ン ト 対 象 物 日 本 産 業 規 格 Ｚ Ｇ Ｈ Ｓ に 基 づ

く 化 学 品 の の 附 属 書 Ｂ に 定 め る 方 法 に よ り 国 が 行 う 化 学

物 質 の 有 害 性 の 分 類 の が ん 性 の 区 分 が 区 分 一 に 該 当 す る 物

及 び

の 四 に 規 定 す る 特 別 管 理 物 質 を 除

令 和 六 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て 当 該 区 分 に 該 当

す る と 分 類 事 業 者 が 当 該 物 質 を 臨 時 に

取 り 扱 う 場 合 限  

十 七 条 の 二 第 五 項 の 規 定 に 基 づ き が ん 原 性 が あ る 物 と し て 厚 生 労 働

大 臣 が 定 同 令 第 十 二 条 の 五 第 一 項 に 規 定 す る リ ス ク ア

セ ス メ ン ト 対 象 物 日 本 産 業 規 格 Ｚ 七 二 Ｇ Ｈ Ｓ に 基 づ

く 化 学 品 の の 附 属 書 Ｂ に 定 め る 方 法 に よ り 国 が 行 う 化 学

物 質 の 有 害 性 の 分 類 の が ん 性 の 区 分 が 区 分 一 に 該 当 す る 物

及 び

の 四 に 規 定 す る 特 別 管 理 物 質 を 除

令 和 三 年 三 月 三 十 一 日 ま で の 間 に お い て 当 該 区 分 に 該 当

す る と 分 類 事 業 者 が 当 該 物 質 を 臨 時 に

取 り 扱 う 場 合 限  
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基 発 0 2 1 9第 ５ 号 

令和７年２月19日 

 

都道府県労働局長  殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

（ 公 印 省 略 ）    

 

「労働安全衛生規則第五百七十七条の二第五項の規定に基づきがん原性があ

る物として厚生労働大臣が定めるものの一部を改正する告示」について 

 

「労働安全衛生規則第五百七十七条の二第五項の規定に基づきがん原性があ

る物として厚生労働大臣が定めるものの一部を改正する告示」（令和７年厚生

労働省告示第25号）が令和７年２月19日に告示され、令和９年４月１日から適

用することとされたところである。その改正の内容等については、下記のとお

りであるので、関係者への周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏なきを期

されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の概要等 

１ 改正の趣旨 

がん原性物質は、労働安全衛生規則第五百七十七条の二第五項の規定に基

づきがん原性がある物として厚生労働大臣が定めるもの（令和４年厚生労働

省告示第371号）において、則第12条の５第１項に規定するリスクアセスメン

ト対象物のうち、日本産業規格Ｚ7252（ＧＨＳに基づく化学品の分類方法）

の附属書Ｂに定める方法により国が行う化学物質の有害性の分類の結果、発

がん性の区分が区分一に該当する物（エタノール及び特定化学物質障害予防

規則（昭和47年労働省令第39号）第38条の４に規定する特別管理物質を除

く。）であって、令和３年３月31日までの間において当該区分に該当すると

分類されたものと定められている。 

今般、労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令（令和７年政令第35号）

により、リスクアセスメント対象物の範囲が、国が行う化学品の分類の結果、

危険性又は有害性があるものと「令和６年３月31日」までに区分された物の

うち、厚生労働省令で定めるものと改正されることから、本告示により、が

ん原性物質の範囲について、「令和６年３月31日」までに区分されたものに

変更を行ったものであること。 

 

２ 適用期日 

 令和９年４月１日 

 

３ その他 

本告示適用後のがん原性物質の一覧は、厚生労働省ホームページで令和７

年３月を目途に公表する予定であること。 
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